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租税特別措置等に係る政策の事前評価書 

1 政策評価の対象とした政策

の名称 

農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特

例 

2 対象税目 ① 政策評価の

対象税目 

（法人税：義）（国税 01） 

（法人住民税、法人事業税：義（自動連動））（地方税 03） 

② 上記以外の

税目 

（所得税：外）（国税 01） 

（個人住民税：外（自動連動））（地方税 03） 

3 要望区分等の別 【新設・拡充・延長】   【単独・主管・共管】

4 内容 《現行制度の概要》 

１．農業経営基盤強化準備金 

経営所得安定対策等の交付金を交付された農業者（青色申告

を行う認定農業者等）が自ら作成する農業経営改善計画等に従

って、農業用固定資産（農用地、農業用の建物・機械等）を取

得等するために農業経営基盤強化準備金を積み立てた場合、積

立相当額を損金に算入することができる。 

２．農用地等を取得した場合の課税の特例 

農業者が当該準備金を取り崩して農業用固定資産を取得等し

た場合には、当該事業年度分の所得に相当する金額の範囲内で

圧縮記帳し、損金に算入することができる。 

《要望の内容》 

・適用期限を令和５年４月１日～令和７年３月 31 日までの２年

間延長する。

《関係条項》 

【法人】 

・租税特別措置法

第 61 条の２、第 61 条の３ 

旧第 68 条の 64、旧第 68 条の 65 

：令和２年度税制改正要望における法人税法の一部改正に

より廃止（令和４年４月１日施行） 

【個人】 

・租税特別措置法

第 24 条の２、24 条の３ 

5 担当部局 農林水産省 経営局 経営政策課 

6 評価実施時期及び分析対

象期間 

評価実施時期：令和４年６月～８月 

分析対象期間：令和元年度～令和６年度 
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7 創設年度及び改正経緯 平成 19 年度 創設 

平成 21 年度 ２年延長・拡充 

ⅰ 適用対象法人に農業生産法人以外の特定農業法人を追加

（法人税） 

ⅱ 特別障害者に該当する認定農業者からの事業の全部譲渡に

よる引継ぎ措置の創設（所得税） 

平成 22 年度 拡充・縮減 

ⅰ 対象交付金等に戸別所得補償制度実証事業交付金を追加 

ⅱ 適用対象法人の範囲から特定農業団体及びこれに準じる組

織を除外 

平成 23 年度 ２年延長・対象交付金の見直し 

平成 25 年度 ２年延長・対象交付金の名称変更 

平成 26 年度 対象交付金の見直し 

平成 27 年度 ２年延長・拡充・縮減 

ⅰ 対象者に認定新規就農者（個人）を追加 

ⅱ 対象資産に農業用の建物、器具・備品、ソフトウェア等を

追加 

ⅲ 環境保全型農業直接支援対策交付金を対象交付金から除外 

ⅳ 特定農業法人（農業生産法人以外）を対象から除外 

平成 29 年度 １年延長 

平成 30 年度 ２年延長・縮減  

ⅰ 米の直接支払交付金を対象交付金から除外 

ⅱ 特定農業法人（農地所有適格法人）を対象から除外 

令和２年度 １年延長 

令和３年度 ２年延長・縮減 

人・農地プランの中心経営体であることを対象要件に追加 

令和４年度 対象者要件の見直し 

農業経営基盤強化促進法の改正を前提に、人・農地プランの

法定化に伴う所要の規定の整備 

8 適用又は延長期間 令和５年４月１日～令和７年３月 31 日まで 

9 必要性

等 

① 政策目的及

びその根拠 

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》 

経営所得安定対策等の交付金の交付を受けた農業者に対し、本

特例を措置することにより、農業経営の基盤を強化するための農

業用固定資産への投資を促進し、効率的かつ安定的な農業経営を

行う経営体の育成・確保を図る 

 
 

 

 《政策目的の根拠》 

○食料・農業・農村基本計画（令和２年３月閣議決定） 

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施

策 

２．農業の持続的な発展に関する施策 

（１）力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手の育

成・確保 
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① 認定農業者制度や法人化等を通じた経営発展の後押し 

 

 ② 政策体系に

おける政策

目的の位置

付け 

《大目標》 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、

農業の多面的機能の発揮、森林の保続培養と森林生産力の増進、

水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定向上と国

民経済の健全な発展を図る。 

    《中目標》 

農業の持続的な発展 

    《政策分野》 

⑥ 担い手の育成・確保等と農業経営の安定化 

 

 ③ 達成目標及

びその実現

による寄与 

《租税特別措置等により達成しようとする目標》 

農地中間管理機構を通じた利用権設定等の支援措置と併せ、本

措置の活用により、担い手である認定農業者等が農用地や農業用

機械等の規模拡大に欠かせない固定資産を計画的に取得すること

を促すことにより、認定農業者等の規模拡大を実現し、担い手へ

の農地集積・集約化を加速する。 

具体的には、本措置を活用し、認定農業者等が農業経営改善計

画に従って農業用固定資産（農用地、農業用機械等）を取得した

実績の当該計画に対する達成率が、農用地、農業用機械等それぞ

れ各年度 80％以上となることを引き続き目指す。 

 また、改正基盤法に基づき、地域の将来の農業の在り方、将来

の農地の効率的かつ総合的な利用に関する目標等を定める地域計

画（人・農地プラン）の取組を促すことにより、担い手が利用す

る農地面積の割合を８割とする政府目標の達成を目指す。具体的

には、担い手が利用する農地面積を１年間で約３％（14 万 ha）

増加させることを政策目標としており、本措置の延長期間（２年

間）において約６％（28 万 ha）の増加を目指す。 

※ 担い手が利用する農地面積割合について、年間目標値が令和２年度

から年間集積面積（14 万 ha/年）から耕地面積のうち担い手への農地

集積面積の割合に変更されたが、目標として設定されている毎年約

３％／年増加に相当する面積は 14 万 ha となる。 

    《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》 

本措置により、担い手である認定農業者等が、農業経営改善計

画に従って農用地や農業用機械等の規模拡大に欠かせない固定資

産を計画的に取得することを促し、農業経営改善計画の目指す経

営規模の拡大を実現することで、担い手への農地集積・集約化に

資する。 
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10 有効性

等 

① 適用数 【適用数】 

単位：法人 

 

年度 

農業経営基盤強化準備

金 

農用地等を取得した場

合の課税の特例 

令和元（実績） 2,977 2,128 

２（実績） 2,996 2,119 

３（見込） 3,209 2,475 

４（見込） 3,437 2,891 

５（見込） 3,437 2,891 

６（見込） 3,437 2,891 

※ 法人税、法人住民税、法人事業税については同一件数。 

※ 令和元年度～令和２年度の実績値は、租税特別措置の適用実態調査

の結果に関する報告書（第 204 回国会報告、第 208 回国会報告）の

「農業経営基盤強化準備金」及び「農用地等を取得した場合の課税の

特例」の適用数。 

※ 令和３年度及び令和４年度の適用見込数は、前年度適用数に、租税

特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（第 193 回国会報告、

第 208 回国会提出）の「農業経営基盤強化準備金」に記載の平成 27

年度及び令和２年度の適用数を用いて算出した５年間の増加率平均を

乗じて算出。令和５年度以降は令和４年度と同額とした。 

 適用見込数＝前年度適用数×（100%+（５カ年増加率平均）） 

 見込みの算定根拠の詳細は別添１参照。 

 
  ② 適用額 【適用額】 

単位：億円 

 

年度 

農業経営基盤強化準備

金 

農用地等を取得した場

合の課税の特例 

令和元（実績） 213 174 

２（実績） 220 171 

３（見込） 214 166 

４（見込） 217 168 

５（見込） 217 168 

６（見込） 217 168 

※ 法人税、法人住民税、法人事業税の適用額は同一額。 

※ 令和元年度～令和２年度の実績値は、租税特別措置の適用実態調査

の結果に関する報告書（第 204 回国会報告、第 208 回国会報告）の

「農業経営基盤強化準備金」及び「農用地等を取得した場合の課税の

特例」の適用額。 

※ 令和３年度及び令和４年度の適用見込額は、前年度適用額に交付金

増加率を乗じて算出。令和５年度以降は令和４年度と同額とした。 
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 適用見込額＝前年度適用額×（100％＋（交付金増加率）） 

 見込みの算定根拠の詳細は別添１参照。 

 

 ③ 減収額 【国税及び地方税における減収額】 

[農業経営基盤強化準備金] 

単位：億円 

区分 

 

年度 

令和 

元年度 

（実績） 

令和 

２年度 

（実績） 

令和 

３年度 

（見込） 

令和 

４年度 

（見込） 

令和 

５年度 

（見込） 

令和 

６年度 

（見込） 

法人税 32.0 33.0 32.1 32.5 32.5 32.5 

法人住民税 6.4 4.1 4.0 4.1 4.1 4.1 

法人事業税 18.8 19.1 18.5 18.8 18.8 18.8 

 

[農用地等を取得した場合の課税の特例] 

単位：億円 

区分 

 

年度 

令和 

元年度 

（実績） 

令和 

２年度 

（実績） 

令和 

３年度 

（見込） 

令和 

４年度 

（見込） 

令和 

５年度 

（見込） 

令和 

６年度 

（見込） 

法人税 26.1 25.7 24.9 25.3 25.3 25.3 

法人住民税 5.2 3.2 3.1 3.2 3.2 3.2 

法人事業税 15.4 14.8 14.4 14.6 14.6 14.6 

 

※ 令和元年度～令和２年度の実績値は、租税特別措置の適用実態調査

の結果に関する報告書及び地方税における税負担軽減措置等の適用状

況等に関する報告書（第 204 回国会報告、第 208 回国会報告）によ

る。 

※ 令和３年度及び令和４年度の減収見込額は、前年度減収額に交付金

増加率を乗じて算出。令和５年度以降は令和４年度と同額とした。見

込みの算定根拠の詳細は別添１参照。 

  

 ④ 効果 《政策目的の達成状況及び達成目標の実現状況》 

本制度は、経営所得安定対策等の交付金を受領した農業者が、

積み立てた準備金や受領した交付金を用いて農業用固定資産を取

得することを支援するもの。 

測定指標である「法人が取得した農用地の面積、農業用機械等

の台数及び取得金額」を用いてこの達成目標の実現状況をみる

と、令和３年度において、本措置を活用し、農業経営改善計画に

従って農用地や農業用機械等の固定資産を取得した実績と当該計

画に対する達成率は農用地で 99％、農業用機械等で 97％となっ

ており、本措置は、農業用固定資産への投資を促進する支援措置

として有効に活用され、目標を達成している。 

このように、令和３年度までは各年度において目標を達成した

が、経営改善計画は、その目標年次を５年後として計画的に農業

経営の改善を図るものであり、計画に基づく固定資産の取得も複
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数年にわたることから、引き続き本制度を措置し、計画的な農業

経営改善の取組を支援していく必要がある。 

担い手が利用する農地面積については、農地中間管理機構や各

種事業等を総合的に講じることで担い手への農地の集積・集約化

を進めてきたが、農地の集積・集約化の気運があった平場での取

組が一巡し、近年伸びが鈍化。今後は、改正基盤法に基づき、地

域計画（人・農地プラン）の作成を促すとともに、その実現に向

けて、引き続き本制度を含む関連施策を総合的に講じることによ

り、地域の農地の受け手である認定農業者等の担い手の規模拡大

等を促す必要がある。 
 

    （１）固定資産の取得計画（農業経営改善計画）と取得実績（令

和３年度） 

 

①農用地 取得計画面積 Ａ 1,784ha    

取得実績   Ｂ 1,775ha    

達成率（Ｂ/Ａ） 99％   

②農業用機械等 取得計画台数 Ａ 5,303 台   

取得実績   Ｂ 5,143 台   

達成率（Ｂ/Ａ） 97％ 

 
 

    （２）準備金による固定資産の取得実績の推移 
  

  
令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

（推計） （推計） （推計） 

農地 

取得計画 1,925ha 2,089ha 1,784ha 1,810ha 1,810ha 1,810ha 

取得実績 1,915ha 2,002ha 1,775ha 1,800ha 1,800ha 1,800ha 

(達成率) 99% 96% 99% 99% 99% 99% 

農業

用機

械等 

取得計画 5,152 台 5,164 台 5,303 台 5,378 台 5,378 台 5,378 台 

取得実績 5,113 台 5,009 台 5,143 台 5,216 台 5,216 台 5,216 台 

(達成率) 99% 97% 97% 97% 97% 97% 

 
 

    
※ （１）～（２）の令和３年度までの実績値は、地方農政局等を通じ

て毎年度行っている税制特例適用実績調査（悉皆調査）による。令和

４年度～令和６年度の推計値は、令和３年度と令和４年度の予算額の

増減率により算出し、令和５年度及び令和６年度は同数とした。 

本措置は平成 19 年度に創設したものであり、準備金による固

定資産の取得実績に多少の増減はありつつも、令和４年度以降も

目標を達成していくものと見込まれる。 
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    （３）担い手が利用する農地面積の推移 

 

 
令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

年間集積目標面積 140,000ha 140,000ha 140,000ha 

年間集積増加面積 22,853ha 26,555ha 24,994ha 

達成率 16% 19% 18% 

 

 
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

（推計） （推計） （推計） 

面積割合目標 70.3% 73.7% 76.9% 80.0% 80.0% 

面積割合実績 58.0% 58.9% 59.8% 60.8% 61.7% 

達成率 82% 80% 78% 76% 77% 

※ 農林水産省 経営局 農地政策課調べ。 

※ 令和元年度までは、年度ごとの目標値は毎年度 14 万 ha であった

が、令和２年度から年度ごとの目標値は担い手が利用する農地面積の

割合に変更。 

※ 令和６年度の目標値については、引き続き担い手への農地利用集積

割合を 80％とするものとして、令和５年度と同じ値とした。 

※ 令和４年度に基盤法等の改正を行い、人・農地プランの法定化（地

域計画）等の見直しを行ったところであり、担い手への集積面積の増

加が見込まれるが、現時点で正確に算出することが困難のため、令和

４年度以降の推計面積割合実績については、令和２年度から令和３年

度の増加率から算出した。 

    《達成目標に対する租税特別措置等の直接的効果》 

本措置を活用した法人経営体を対象とするアンケートにより、

農用地等の取得に関して、仮に本措置がなかった場合、予定通り

のタイミング（適用年度分）で資産を取得できたかについて聞き

取りを行った結果、下記の回答を得た。 

 

適用年度分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

 経営体数 割合 経営体数 割合 経営体数 割合 

①取得できなか

った 
70 69% 388 54% 396 61% 

②取得できた 15 15% 260 36% 159 25% 

③どちらとも言

えない 
16 16% 69 10% 91 14% 

回答数 101 717 646 

※ アンケートは、証明申請受付時に直接接触する機会があった経営体
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を対象として実施した。実施時期は、令和元年度は令和２年７月、令

和２年度は令和３年１月～６月、令和３年度は令和３年４月～令和４

年６月に実施。 

なお、令和元年度の結果には、令和２年４月～６月に農用地等の取

得を行った経営体を含んでいる。 

 

「① 仮に農業経営基盤強化準備金制度がなかった場合、予定

通りのタイミングで資産を取得できなかった」との回答を得た経

営体において、本措置が農用地等の取得に係る直接的な誘因措置

として機能していると言える。 

このため、本措置の直接的な効果を以下のとおり推計した。 

【準備金による固定資産の取得】 

 各年度の達成率に直接的な効果があったと見込まれるものの割

合を乗算することで推計。 

 令和４年度は、令和元年度から令和３年度の直接的な効果があ

ったと見込まれるものの割合の平均値を乗算して推計。令和５年

度以降は令和４年度と同数の効果があるものと推計した。 

 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

農用地達成率 99% 96% 99% 

うち直接的効果分 68% 52% 61% 

農業用機械等達成率 99% 97% 97% 

うち直接的効果分 68% 52% 60% 

 

 令和４年度 

（推計） 

令和５年度 

（推計） 

令和６年度 

（推計） 

農用地達成率 99% 99% 99% 

うち直接的効果分 61% 61% 61% 

農業用機械等達成率 97% 97% 97% 

うち直接的効果分 60% 60% 60% 

 

 

    【担い手が利用する農地面積】 

 各年度の本措置による農用地の取得面積に直接的な効果があっ

たと見込まれるものの割合を乗算することで推計。 

 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

農用地取得面積 1,915ha 2,002ha 1,775ha 

うち直接的効果分 1,322ha 1,083ha 1,088ha 
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令和４年度 

（推計） 

令和５年度 

（推計） 

令和６年度 

（推計） 

農用地取得面積 1,800ha 1,800ha 1,800ha 

うち直接的効果分 1,107ha 1,107ha 1,107ha 

 

担い手への農地の集積・集約化は、本措置だけでなく、農地中

間管理機構を通じた利用権設定など各種施策を総合的に講じるこ

とで達成を目指すものである。本措置においても、令和３年度に

農用地 1,775ha のほか農業用機械等 5,143 台の取得が行われてお

り、規模拡大や生産性の向上を通じた農業経営の改善に相当程度

の役割を果たしている。 

加えて、アンケートにおいては、932 経営体のうち 713 経営体

から、本措置について「経営にかなり効果がある」、200 経営体

から「やや効果がある」との回答を得ており、本措置の政策目的

である農業用固定資産への投資を促進し、競争力のある経営体の

育成・確保につながっていると考えられる。 

    《租税特別措置等が延長されなかった場合の影響》 

（分析対象期間：令和４年度～令和６年度） 

 本措置の今後の活用計画（令和３年度末ベース）は、以下のと

おり。 

農地等の取得計画      1,149 億円 

準備金積立残高           743 億円 

今後の積立等必要額       406 億円 

※１ 税制特例適用実績調査（悉皆調査）による。 

２ 「本措置の今後の活用計画（令和３年度末ベース）」と

は、これまでに準備金を積み立てた者の、農業経営改善計画

の残りの計画期間における農地等の取得計画の合計値であ

る。 

 

担い手の経営の安定化のためには、計画的に規模拡大等の経営

改善を行う必要がある。経営規模の拡大や拡大した規模に見合う

農業機械等の導入には多額の投資を要することから、その投資額

を蓄積する必要があるが、本措置が延長されない場合には、その

投資額の蓄積が進まず、経営規模の拡大が困難となる。 

その結果、認定農業者等の農用地等の計画的な取得が進まず、

担い手への農地利用の集積に甚大な支障が生じるものと推測され

る。 

  ⑤ 税収減を是

認する理由

等 

ある要件を満たした場合の農業経営基盤強化準備金の損金算入

及び農用地等の取得による圧縮記帳が認められる場合、農用地へ

の投資及び農業用機械等への投資による減収額が 9,705 百万円と

なる（いずれも令和３年度）。 
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農用地への投資が 3,941 百万円、農業用機械等への投資が

20,168 百万円となり、農用地及び農業用機械等への投資によって

もたらされる経済波及効果は、生産誘発額として 30,659 百万円

となる。 

 

生産誘発額の内訳 

・（直接効果）対象農用地・機械等の生産増加額 17,207 百万円 

・（間接効果）鉄鋼・非鉄・金属製品等で 13,452 百万円 

 

     

単位：百万円 

 

令和 

元年度 

（実績） 

令和 

２年度 

（実績） 

令和 

３年度 

(見込) 

令和 

４年度 

(見込) 

令和 

５年度 

(見込) 

令和 

６年度 

(見込) 

減
収
額 

国 税 5,805 5,865 5,698 5,779 5,779 5,779 

地方税 4,588 4,125 4,007 4,064 4,064 4,064 

計 10,393 9,990 9,705 9,843 9,843 9,843 

波及効果 

（総額） 
31,079 29,491 30,659 31,094 31,094 31,094 

※ 減収額の算出根拠は別添 1 参照 

※ 経済波及効果の算出には、「平成 27 年農林漁業及び関連産業を中

心とした産業連関表」の逆行列係数（98 分門）を使用。 

※ 経済波及効果の算定に使用した部門の分類は別添２参照 

 

減収額が 9,705 百万円となるが、農用地、農業用機械等への投

資による波及効果は 30,659 百万円と減収額を上回るため、是認

できると考えられる。 

11 相当性 ① 租税特別措

置等による

べき妥当性

等 

本措置は、経営所得安定対策等の交付金を積み立て、農業経営

改善計画に定めた農用地等の取得に充てる場合、損金算入を認め

ること等により、計画的な農用地等の固定資産の導入のための投

資を促すものである。条件を満たせば確実に活用可能であり、各

年度の予算額の制約の中、当該経営に配分されるかが予見できな

い補助金と比較し、認定農業者等の農用地等の計画的かつ確実な

取得を促す効果が高い。 

 
 ② 他の支援措

置や義務付

け等との役

割分担 

経営所得安定対策等の交付金は、その使途を限定せず、一定の

農業所得が確保されることを担保することによって、農業経営の

安定を図ることを目的としている。 

一方、本措置は、これらの交付金を農業経営基盤強化促進法に

基づく認定計画等に従って、農用地等の取得に充てるため、積み

立てる場合に特例措置を講じるものである。 
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 ③ 地方公共団

体が協力す

る相当性 

農業は、地域経済において基礎的かつ中心的な役割を担ってお

り、本措置を活用し、担い手である認定農業者等が、農業経営改

善計画に従って農用地や農業用機械等の規模拡大に欠かせない固

定資産を計画的に取得することを促し、農業経営改善計画の目指

す経営規模の拡大を実現することで、地域農業の振興や地域経済

の活性化に効果がある。 

12 有識者の見解 － 

13 前回の事前評価又は事後

評価の実施時期 

事前評価 令和２年４月～８月（農水 01） 

 

 



１．減税見込額積算

（１）対象交付金増減率

　　　　　対象交付金総額の令和２年度予算額→令和３年度予算額の増減率　：　 (569,082百万円－585,779百万円）÷ 585,779百万円≒▲2.85％

　　　　　対象交付金総額の令和３年度予算額→令和４年度予算額の増減率　：　 (577,150百万円－569,082百万円）÷ 569,082百万円≒1.42％

（２）適用件数の算出

適用件数の算出　５ヵ年増加率平均  

平成27年度 令和２年度 平均増加率

3,096 5,115 10.6%

2,122 2,996 7.1%

974 2,119 16.8%

（３）法人税の適用総額・減税見込額の算出

  （減税見込額等算出の基礎としたデータについて）

２．適用実績及び適用見込

（１）国税

令和元年度
(実績)

令和２年度
(実績)

令和３年度
(見込)

令和４年度
(見込)

令和５年度
(見込)

令和６年度
(見込)

19,809 20,263 21,142 22,060 22,060 22,060

2,977 2,996 3,209 3,437 3,437 3,437

2,128 2,119 2,475 2,891 2,891 2,891

213 220 214 217 217 217

174 171 166 168 168 168

32.0 33.0 32.1 32.5 32.5 32.5

26.1 25.7 24.9 25.3 25.3 25.3

（２）地方税

令和元年度
(実績)

令和２年度
(実績)

令和３年度
(見込)

令和４年度
(見込)

令和５年度
(見込)

令和６年度
(見込)

19,809 20,263 21,142 22,060 22,060 22,060

2,977 2,996 3,209 3,437 3,437 3,437

2,128 2,119 2,475 2,891 2,891 2,891

計 2,522 2,322 2,256 2,288 2,288 2,288

道府県民税 158 71 69 70 70 70

市町村民税 479 342 332 336 336 336

事業税 1,316 1,383 1,343 1,362 1,362 1,362

地方法人特別税 569 527 512 519 519 519

計 2,066 1,803 1,751 1,776 1,776 1,776

道府県民税 130 55 54 55 55 55

市町村民税 393 265 258 261 261 261

事業税 1,078 1,073 1,043 1,058 1,058 1,058

地方法人特別税 466 409 397 403 403 403

  （減税見込額等算出の基礎としたデータについて）

 農用地等を取得した場合の課税の特例

注１）適用件数は、「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（第193回・第208回国会提出）」の「農業経営基盤強化準備金」及び「農用地等を取得した場合の課税の特例」の適用件数を記載

注２）平成27年度から令和２年度までの５年間の平均増加率については、以下の計算式により算出した。
   　　適用件数計の平均増加率=（5,115（令和２年度実績）／3,086（平成27年度実績））^(1/5)-1=0.1682=10.6%（小数点第２位を四捨五入）
   　　農業経営基盤強化準備金及び農用地等を取得した場合の課税の特例についても同様の計算式により算出した。

○「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（第204回・第208回国会提出）」の「農業経営基盤強化準備金」及び「農用地等を取得した場合の課税の特例」の適用件数及び適用額

区　分

対象者数注1

対象者数注1

適用件数（法人）注２
農業経営基盤強化準備金

区分

令和５年度（見込）
農業経営基盤強化準備金 217億円（令和４年度適用見込額）×15％（税率） ＝32.5億円（減税額・見込）

 農用地等を取得した場合の課税の特例 168億円（令和４年度適用見込額）×15％（税率） ＝25.3億円（減税額・見込）

令和６年度（見込）
 農用地等を取得した場合の課税の特例 168億円（令和４年度適用見込額）×15％（税率） ＝25.3億円（減税額・見込）

217億円（令和４年度適用見込額）×15％（税率） ＝32.5億円（減税額・見込）

農用地等を取得した場合の課税の特例
166億円（令和３年度適用見込額）×（100％＋1.42％）（交付金増加率）＝168億円（令和４年度適用見込額）

168億円（令和４年度適用見込額）×15％（税率） ＝25.3億円（減税額・見込）

農業経営基盤強化準備金

214億円（令和３年度適用見込額）×15％（税率）＝32.1億円（減税額・見込）

 農用地等を取得した場合の課税の特例
171億円（令和２年度適用総額）×（100％＋▲2.85％）（交付金増加率）＝166億円（令和３年度適用見込額）

166億円（令和３年度適用見込額）×15％（税率）＝24.9億円（減税額・見込）

217億円（令和４年度適用見込額）×15％（税率） ＝32.5億円（減税額・見込）

令和４年度（見込）

農業経営基盤強化準備金
214億円（令和３年度適用見込額）×（100％＋1.42％）（交付金増加率）＝217億円（令和４年度適用見込額）

令和元年度
農業経営基盤強化準備金 213億円（令和元年度適用総額）×15％（税率）＝32億円（減税額）

 農用地等を取得した場合の課税の特例 174億円（令和元年度適用総額）×15％（税率）＝26.1億円（減税額）

令和２年度
農業経営基盤強化準備金 220億円（令和２年度適用総額）×15％（税率）＝33億円（減税額）

 農用地等を取得した場合の課税の特例 171億円（令和２年度適用総額）×15％（税率）＝25.7億円（減税額）

令和３年度（見込）

農業経営基盤強化準備金
220億円（令和２年度適用総額）×（100％＋▲2.85％）（交付金増加率）＝214億円（令和３年度適用見込額）

別添１

適用件数計

農業経営基盤強化準備金

 農用地等を取得した場合の課税の特例

○「地方税における税負担軽減措置等の適用状況に関する報告書（第204回・第208回国会提出）」の「農業経営基盤強化準備金」及び「農用地等を取得した場合の課税の特例」の影響額

 農用地等を取得した場合の課税の特例

適用総額（億円）注３
農業経営基盤強化準備金

 農用地等を取得した場合の課税の特例

注１）対象者数は、農地所有適格法人数(農林水産省経営局調べ)、令和３年度以降は見込み値。令和５年度以降は令和４年度と同数とした。
注２）令和元年度と令和２年度の適用件数は、「租税特別措置の適用実績調査の結果に関する報告書（第204回・第208回国会提出）」の適用件数を記載した。令和３年度見込みは令和２年度実績に１（２）で算出
　　　した適用件数５ヵ年の増加率平均を乗じて算出した。令和４年度も同様の方法で算出し、令和５年度以降は令和４年度と同額とした。
注３）令和元年度と令和２年度の減税見込額については、「地方税における税負担軽減措置等の適用状況に関する報告書（第204回・第208回国会提出）」の影響額を記載した。令和３年度見込みは令和２年度
　　　実績に１（１）で算出した対象交付金増減率を乗じて算出した。令和４年度も同様の方法で算出し、令和５年度以降は令和４年度と同額とした。計算式は以下の通り。（農業経営基盤強化準備金の地方税計
　　　の計算式。その他の税目と農用地等を取得した場合の課税の特例も同様の方法で算出した。）
　　【農業経営基盤強化準備金】
　　　令和３年度見込＝2,322（令和２実績）×（100－2.86）%＝2,256
　　　令和４年度見込＝2,256（令和３見込）×（100＋1.42）%＝2,288

○「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書（第204回・第208回国会提出）」の「農業経営基盤強化準備金」及び「農用地等を取得した場合の課税の特例」の適用件数及び適用額

減税見込額（百万円）注３

農業経営基盤強化準備金

農用地等を取得した場合
の課税の特例

減税見込額（億円）注4
農業経営基盤強化準備金

 農用地等を取得した場合の課税の特例

注１）対象者数は、農地所有適格法人数(農林水産省経営局調べ)、令和３年度以降は見込み値。令和５年度以降は令和４年度と同数とした。
注２）令和元年度と令和２年度の適用件数は、「租税特別措置の適用実績調査の結果に関する報告書（第204回・第208回国会提出）」の適用件数を記載した。令和３年度見込みは令和2年度実績に１（２）で算出
　　　した適用件数５ヵ年の増加率平均を乗じて算出した。令和４年度も同様の方法で算出し、令和５年度以降は令和４年度と同額とした。
注３）令和元年度と令和２年度の適用総額は、「租税特別措置の適用実績調査の結果に関する報告書（第204回・第208回国会提出）」の適用総額を記載した。令和３年度見込みは令和2年度実績に１（１）で算出
　　　した対象交付金増減率を乗じて算出した。令和４年度も同様の方法で算出し、令和５年度以降は令和４年度と同額とした。計算式は１（３）のとおり。
注４）減税見込額については、注３の方法で算出した適用総額に法人税率（15％）を乗じて算出した。計算式は１（３）のとおり。

適用件数（法人）注２
農業経営基盤強化準備金



別添２

産業連関表を使った経済波及効果の算定根拠

単位：百万円

①投入部門
（金額）

②投入部門
（金額）

令和元年度 農業用機械
（20,735）

不動産
（3,692）

令和２年度 農業用機械
（19,439）

不動産
（3,749）

令和３年度 農業用機械
（20,168）

不動産
（3,941）

令和４年度 農業用機械
（20,454）

不動産
（3,997）

令和５年度 農業用機械
（20,454）

不動産
（3,997）

令和６年度 農業用機械
（20,454）

不動産
（3,997）




